
１.事業概要

（１）事業の現況

  ① 給水

  ② 施設

  ③ 料金

料金体系
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120

用途
基本料金

(旧)昭和56年8月～

基本料金 従量料金（1㎥につき）

料金体系の概
要・考え方

  料金は安いほどよいですが，生産原価を償うに足りるものでなければ独立採
算制の基盤が崩れ継続的な運営ができません。
  昭和56年8月から続いてきた料金を改良事業・経営の安定化のため平成9年7
月に28.47%改定しました。しかし，人口や水需要の減少が続き，現行料金のま
までは収支を均衡させるのは困難と見込まれます。
  現行の水道料金の算定では，総括原価に基づいて配賦し，基本料金と従量料
金とに区分しています。基本料金は，水使用の有無にかかわらず徴収事務関係
費，水道メーター管理費等各利用者均等に，従量料金は，使用水量区分に応じ
現行の従量逓増型傾斜率による累進型料金体系としています。

昭和35年12月5日

全部

浄水場設置数

配水池設置数

税抜，単位：円

(現行)平成9年7月～

0.14
  法適（全部・財
務）・非適の区分

供用開始年月日 計画給水人口

現在給水人口

有収水量密度

7,956人

水 源

千㎥/ha

団 体 名 :

事 業 名 :

策 定 日 :

中種子町水道事業経営戦略

施 設 数

施 設 能 力

5

20
管路延長

施設利用率㎥/日5,910

千ｍ267

57.2 ％

計画期間:

中種子町

水道事業

平成30年12月6日

平成31年度～平成40年度

8,230人

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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※資産維持費は，水道料金の算定に反映していません。

 ④ 組織

  現在の体制は以下のとおりです。

現行料金の総括原価 ( 平成9年度 ～ 平成12年度 )

総括原価合計  736,899千円 ( 4ヵ年平均 184,225千円 )

  平成30年から簡易水道事業の廃止に伴い，水道事業の職員数が1名増となり，現在2係で課
長を含めた6名で運営しています。

  また，平成30年度の職員平均年齢は40歳です。中には，20歳代の職員もいますので職員の
能力向上のため各種研修等に積極的に参加し，組織の強化に努めます。

料金改定年月日
（消費税のみの改定は含まない） 平成9年7月1日

水道課長

・水道課総括

施設係長

・水道施設維持，管理

・設計，工事施工

・給水装置，貯蔵品管理，量水器
点検に関することなど

施設係主幹

・水道施設維持，管理

・設計，工事施工

施設係主事補

・水道施設維持，管理

・水質検査等

庶務係長

・業務の総合調整

・予算，決算，契約，資産管理に
関すること

・その他係の所掌に属しない事務
など

庶務係主事補

・出納，会計事務

・水道料金調定，徴収

・文書等

職員給与費, 

191,329千円

修繕費, 

22,900千円

委託料, 39,433千

円
動力費, 86,092

千円

薬品費, 4,284千円

減価償却費, 

159,628千円

資産減耗費, 

27,258千円

企業債利息, 

115,861千円

その他, 90,114

千円
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※平成30年度は，6月現在の予算額

（２）これまでの主な経営健全化の取組
  需要の動向，採算性を考慮しつつ社会
情勢の変化に的確に対応し事務事業の簡
素化，迅速化及び経費の節減，経営基盤
の強化に取り組みました。
(1)  省力化，効率化による経費節減
   ・  監視システム導入による職員の
     負担軽減。
(2)  点検を重視した安全稼働
  ・ 専門業者に委託し点検及び早期発
   見に努めた。
(3)  事故発生時の早期復旧
   ・  修繕業務を委託し早期復旧に努
     めた。
(4)  競争の原理を基本にした予算執行
   ・  指名競争入札を基本として契約
     を締結。
(5)  工具類の効率的かつ長期使用
   ・  使用後の手入れを行い，長期間
     使用が可能となった。
(6)  簡易水道事業の統合
   ・  簡易水道事業の再編を実施し，
     実施後は経営基盤を強化するため
     に水道事業に統合。

現在の施設状況(水道事業統合後)

4人

5人

6人

7人

0千円
5,000千円

10,000千円
15,000千円
20,000千円
25,000千円
30,000千円
35,000千円
40,000千円
45,000千円

職員給与費及び職員数

職員給与費 職員数
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２.将来の事業環境

（１）給水人口の予測

中種子町人口ビジョン

  平成27年～平成32年までの減少率 6.65%。年平均1.33%減少

  平成33年～平成37年までの減少率 7.34%。年平均1.47%減少

  平成38年～平成42年までの減少率 7.42%。年平均1.48%減少

 別紙のとおり

  本町の人口は，既に減少傾向にあり給水人口も年々減少しています。
  給水人口の予測は，平成27年12月策定の中種子町人口ビジョンを基準とし，過去10年間の
給水人口データを基にした対人口比率の平均(最低・最高を除く平均)を計算し，予測しまし
た。
  簡易水道が平成30年度に統合されたため，平成31年度からの予測は簡易水道分を含んだ給
水人口とし，対人口比率を水道事業86.20%，簡易水道事業13.37%の合計99.57%で予測しまし
た。
  予測した結果，平成31年度以降平均で約98人，10年間で987人減少すると予測されます。
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年少人口

(0～14歳)

生産年齢人口

(15～64歳)

老年人口

(65歳以上)

総人口

（人）

社人研

推計値

平成

31年

度
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32年
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度
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度
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度
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度
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度
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町人口 7,760人 7,640人 7,528人 7,418人 7,309人 7,202人 7,079人 6,974人 6,871人 6,769人

給水人口計 7,727人 7,607人 7,495人 7,386人 7,278人 7,171人 7,049人 6,944人 6,841人 6,740人
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（２）水需要の予測

（３）料金収入の見通し
  水需要の減少により料金収入は減少傾向にあります。
  見通しについては，平成29年度に作成した経営変更認可申請にある経常収支の概算表を使
用しました。
  見通しの結果，平成31年度以降平均で約1,257千円の減，10年間で約12,571千円の収入減の
見通しとなったので，収支を均衡させるには困難となる見通しです。

  水需要は，人口減少に伴い今後減少が加速していくと見込まれます。
  予測については，平成29年度に作成した経営変更認可申請にある年間有収水量を使用しま
した。
  予測した結果，平成31年度以降平均で7,665㎥の減，10年間で76,650㎥の水需要の減少が予
測されます。

1,036千㎥
1,027千㎥

1,019千㎥
1,009千㎥

1,001千㎥
992千㎥

984千㎥
976千㎥

968千㎥
959千㎥

920千㎥

940千㎥

960千㎥

980千㎥

1,000千㎥

1,020千㎥

1,040千㎥

1,060千㎥

予測水量

169,883千円
168,506千円

167,189千円
165,513千円

164,136千円
162,759千円

161,442千円
160,066千円

158,689千円
157,312千円

150,000千円
152,000千円
154,000千円
156,000千円
158,000千円
160,000千円
162,000千円
164,000千円
166,000千円
168,000千円
170,000千円
172,000千円

料金収入の見通し
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（４）施設の見通し

※１日平均配水量÷１日配水能力

年間配水量予測

1,210千㎥ 1,198千㎥

5,910㎥ 5,910㎥配水能力 5,910㎥ 5,910㎥ 5,910㎥ 5,910㎥ 5,910㎥ 5,910㎥ 5,910㎥ 5,910㎥

配水量 1,324千㎥ 1,304千㎥ 1,292千㎥ 1,281千㎥ 1,269千㎥ 1,239千㎥ 1,229千㎥

平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度 平成40年度

1,346千㎥

  昭和35年に供用を開始した本町の施設は，拡張や更新を行い現在に至っていますが，人口
及び水需要の減少により施設の利用率が低くなって平成31年度は，62.2%となっています。平
成40年度には55.5%となる見込みで，減価償却率については，平成31年度は38.6%ですが，平
成40年度には49.4%，管路においては51.7%の見通しとなりました。
  今後は，資産管理計画を策定し建設改良費の財源の確保に努め，人口や住宅配置を考慮し
た施設規模の見直しによる施設の縮小と利用率を向上させていく必要があります。

4,036,492千円

4,137,647千円
4,548,685千円

5,289,658千円

5,568,860千円

5,613,860千円

5,658,860千円

5,703,860千円

5,748,860千円

5,793,860千円

1,557,075千円
1,636,089千円

1,771,607千円
1,950,259千円

2,103,377千円

2,266,804千円

2,427,362千円
2,580,766千円

2,731,349千円

2,861,399千円

平成31年度平成32年度平成33年度平成34年度平成35年度平成36年度平成37年度平成38年度平成39年度平成40年度

資産と減価償却の推移(全体)
資産価格 減価償却累計額

平成31

年度

平成32

年度

平成33

年度

平成34

年度

平成35

年度

平成36

年度

平成37

年度

平成38

年度

平成39

年度

平成40

年度

水需要(1日平均) 3,677㎥ 3,627㎥ 3,572㎥ 3,539㎥ 3,500㎥ 3,476㎥ 3,394㎥ 3,367㎥ 3,306㎥ 3,282㎥

施設利用率 62.2% 61.4% 60.4% 59.9% 59.2% 58.8% 57.4% 57.0% 55.9% 55.5%

45.0％

50.0％

55.0％

60.0％

65.0％

2,000㎥

2,300㎥

2,600㎥

2,900㎥

3,200㎥

3,500㎥

3,800㎥

施設利用率

2,676,771千円

2,751,298千円

2,839,020千円

2,857,020千円

2,875,020千円

2,920,020千円

2,965,020千円

3,010,020千円

3,055,020千円

3,100,020千円

1,046,667千円
1,113,019千円

1,181,375千円
1,255,291千円

1,324,692千円
1,381,303千円

1,442,160千円
1,498,269千円

1,551,147千円
1,602,985千円

平成31年度平成32年度平成33年度平成34年度平成35年度平成36年度平成37年度平成38年度平成39年度平成40年度

資産と減価償却の推移(管路)

資産価格 減価償却累計額
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（５）組織の見通し

水道課内職員配置図

３.経営の基本方針
 　①．将来の事業環境

  平成30年度からは，簡易水道事業が水道事業へ統合されるため水道事業で６名となりま
す。
  今後も６名体制が維持される見通しですが，多くの職員に専門的な技術を取得させ，今後
継承していかなければなりません。

給水人口の減
少に伴う影響

• 水道料金収入は，平成31年度と平成40年度を比較すると約7.4%減少す
る予測です。

• 水道事業は固定費が大部分を占めているため，水需要にかかわらず事
業費用は一定です。

• そのため料金収入の減少が予測される中，投資に必要な財源の確保が
困難な状況になります。現行の料金体制の見直しが必要になってきま
す。

施設の老朽化

• 平成40年度は減価償却率49.4%となる見込みで施設の老朽化が進んで
います。

• 施設の更新により修繕費は，減少するのではないかと見込まれま
す。

• 給水人口の減少や水需要の減少に伴う施設利用率の低下を招かない
ように施設のダウンサイジングを検討します。

• 更新に合わせて耐震化対策も同時に進め，確実に給水ができる施
設，体制が必要になってきます。

職員について

• 長くて5年ほどで異動のため，事務系や技術系の各専門分野に専属の
職員を配置していません。

• 多くの職員に専門的な技術を取得，継承させて業務の遂行に支障が生
じることがないようにしなければなりません。

水道課長

・水道課総括

施設係長

・水道施設維持，管理

・設計，工事施工

・給水装置，貯蔵品管理，量水器
点検に関することなど

施設係主幹

・水道施設維持，管理

・設計，工事施工

施設係主事補

・水道施設維持，管理

・水質検査等

庶務係長

・業務の総合調整

・予算，決算，契約，資産管理に
関すること

・その他係の所掌に属しない事務
など

庶務係主事補

・出納，会計事務

・水道料金調定，徴収

・文書等
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 　②.事業を継続する上での経営理念、基本方針等

４.投資財政計画(収支計画)

 （１) 投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

 （２) 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

 　 ①.収支計画のうち投資についての説明

目標

  今後の施設整備の方針と規模の検討を平成30年度に行い，更新計画を策定し
ます。
  また，更新計画とは別に優先して老朽管の更新と耐震化を兼ねて口径の大き
い配水管を平成29年から平成31年度までの3ヵ年計画で更新します。更新後の
目標は，有収率の向上80% (← H29 74.56%)，管路更新率の維持 0.68%，施設
利用率の回復とします。

  町民の日常生活に欠かせない水道を，常に安定した量を供給することが求められていま
す。また，町民の健康を守り，良好な生活環境を維持するため，適切な水質管理を行い，
清浄な水を供給していかなければなりません。このような事を災害の時にもできる限り維
持することが重要ですので，適正な水道料金によって安定的な水の供給を実現していかな
ければなりません。

•原水の水質保全

•適切な浄水処理

•管路内における水質保持

•断水時の水道水搬送及び給水タンクの確保

安心・安全

安定的な供給

• 資産管理計画の策定

•水道施設の耐震化

•災害又は漏水時の迅速な復旧に向けた体制の
構築

•機械，電気設備の更新は省エネ型へ

施設の更新

• 料金の見直し，滞納者対策の徹底

•経費の縮減

•人材の確保

•技術継承のための民間活用

その他

平成29年度～

平成31年度

老朽管の更新と
耐震化

・φ300 1,350m      

・φ250 1,050m

・φ200 1,595m 他

317,213千円

今後の施設整備の
方針及び規模の検
討

10,000千円

平成32年度以降

老朽管の更新と
耐震化

・残りの石綿管を
更新

方針に基づく整備
を開始

平成32年度以降

浄水場の耐震化

・浄水場内の更新

1,638,815千円

方針に基づく整備
を開始
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老朽管の更新と耐震化，浄水場の耐震化

凡例

老朽管の更新と耐震化 ※紫色の線は国道，緑色の線は県道です。

平成29年度

平成30年度

平成31年度

平成32年度

平成33年度

浄水場の耐震化

平成29年度～平
成31年度平均

2,215m 1,298m

0.74% 0.83% 0.49%

平成29年度 平成30年度 平成31年度

管路総延長

管路更新延長

管路更新率

過去10年間
の平均

0.87%

1,385m

0.68%

187,113m 267,307m 267,307m
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 　 ②.収支計画のうち財源についての説明

 　 ③.収支計画のうち投資以外の経費についての説明

 （３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

  人口減少に伴う水需要の減少から料金収入が減少すると予測されます。施設
電気料などの経費を削減し施設の稼働が収益に結びつくようにするために有収
率の向上 80% (← H29 74.56%)と財務の安定性から流動比率 200%以上としま
す。

  今回の予測では，平成30年度から欠損金が発生する見込みのため，今後水道料金の見直
しの検討が必要となってきます。
  また，簡易水道統合により企業債の償還に必要な経費は，一般会計の繰出基準に基づき
算定し，高料金対策でも繰出基準に基づき収入を確保しました。
  建設改良でも繰出基準に基づき収入を予測していますが，残額が企業債のため国庫補助
に該当しないか調査した結果，国庫補助に該当する見通しになったので国庫補助金1/4を
計上しています。
  今後の財政負担を軽減するために企業債の借入額を抑えたいところです。

  職員手当のうち時間外勤務手当については，施設管理のシステム化による休日など
の巡回施設を減らし，時間外の修繕を委託することにより全体額を削減します。
  老朽管の布設替え及び適正な施設規模にすること，施設の電気料を太陽光発電に切
換え経費の削減を図っていきます。

目標

水道料金

平成29年度に作成し
た経営変更認可申請
にある年間有収水量
を使用

長期前受金戻入

固定資産システムの
長期前受金を集計

その他

過去の実績値及び一
般会計の繰出基準に
基づく補助金等を計
上

収益的
収入 企業債

建設改良費の財源

償還40年，元利償還
据置5年，利率1.5%

補助金

建設改良費の財源

交付率 1/4

その他

補填財源の確保

一般会計の繰出基準
に基づく出資金の見
込み

資本的
収入

人件費

平成30年度を
基準に昇給及
び手当を積
算。

修繕費

過去10年間の
水道料金に占
める割合を算
出し積算。ま
た，施設の更
新による効果
も見込む。

材料費

過去10年間の
水道料金に占
める割合を算
出し積算。ま
た，施設の更
新による効果
も見込む。

その他

過去10年間の
水道料金に占
める割合を算
出し積算，電
気料は施設の
見直し効果を
見込む。

減価償却費

固定資産シス
テムにより積
算。

支払利息

現在償還中の
分に新規借り
入れ分を追
加。
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 　 ①.投資についての検討状況等

 　 ②.財源についての検討状況等

*2　遊休資産の売却や貸付，債券運用の導入，小水力発電や太陽光発電など

 　 ③.投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

  随時内容の見直しと効果の検証を行い委託料の縮減に努
めます。

  施設の老朽化に伴い修繕の件数や費用は増加する見込み
です。積極的な設備の更新より修繕費の縮減に努めます。

  水需要の減少が予測されるので，ポンプの稼働時間の適
正化を図ります。

料 金

企 業 債

繰 入 金

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

  平成30年度の簡易水道事業の統合により財政状況は悪化
することになります。今後も浄水場の更新事業や広域的な
断水となる可能性がある配水管の耐震化事業を進めていな
かければなりません。今の料金では採算が難しいので，平
成35年度までに水道料金の改定を目指します。

  平成28年度までは残高が減少傾向にありましたが，配水
管の耐震化や浄水場の更新事業など投資が必要な時期でも
あることから，利率の低い企業債を借り入れ，また，企業
債に依存せず自主財源を確保し残高の抑制に努めます。

  繰出し基準に基づく一般会計からの繰入金を確保し経営
の持続を目指します。

  施設規模の縮小に伴い遊休資産が発生した場合は，検討
することとします。

  大規模な施設の電力は太陽光発電施設で発電した電気を
使用します。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

広 域 化

そ の 他 の 取 組

  特に無し。

  職員の削減には限界があるので，職員数は現状を維持
し，時間外手当を削減できるように努力します。

  特に無し。

経営戦略の事後検証，更
新等に関する事項

  5年後に見直しを行います。
  計画の進捗は，年度ごとに確認し，重要な事項が発生した場合
は，その都度更新します。

委 託 料

修 繕 費

動 力 費

職 員 給 与 費

そ の 他 の 取 組

  人口減少及び水需要の減少予測に基づく施設規模(浄水場
及び配水管の口径，総延長)の見直しを引き続き検討しま
す。

  人口減少及び水需要の減少予測に基づく施設・設備合理
化を検討します。

  耐久性・経済性に優れた資材を採用し，水道施設の長寿
命化と投資の平準化に努めます。

  地域での情報交換会や技術研修会の開催，災害時応援協
定の締結などできることから取り組んで行きます。

  技術継承の観点から民間活用を検討します。

施設・設備の廃止・統合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

民間の資金・ノウハウ等の活用
（PFI・DBOの導入等）
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